
2014年9月30日

総務省情報流通行政局衛星・地域放送課

地域放送推進室

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（第４次一括法）における放送法の改正について

資料１４５－２



第４次一括法の概要

１



◆法案の成立日
平成26年5月28日

◆官報掲載・公布
平成26年6月4日

◆改正放送法の施行日
平成28年4月1日 ２



第4次一括法における放送法の改正について

「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、辺地共聴施設等の小
規模な共聴施設により行われる地上テレビジョン放送等の再放送を「小規模施設特定有線一般放送」と定義し、その
業務に関する事務・権限について、総務大臣から都道府県知事に移譲。

（１）「小規模施設特定有線一般放送」の要件
① ５００ 端子以下の有線放送施設 （※現行法上５００端子以下の有線一般放送は届出を行うこととなっている）

② 基幹放送の同時再放送のみ
③ 有料放送、区域外再放送は対象外
④ 施設の設置場所及び業務区域が一の都道府県の区域内

小規模施設の例
（（１）～（３）の施
設のうちの一部が
該当）

（２） 移譲する事務・権限 （すべて自治事務）
・ 業務開始等の届出（１３３条１項、２項、 1３４条２項、１３５条１項、２項）
・ 有線電気通信設備の設置の状況等についての資料要求、業務の状況に関する報告徴収及び立入検査等
（１４５条２項、３項、４項）

・ 業務の停止命令（１７４条） 、業務に関する資料の提出要求（１７５条）

（３） 施行期日 平成28年4月1日

※対象数見込み（全国
ベース）

約１４，０００施設
約９，０００事業者
（2013年10月現在）
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放送法の制度の概要

放送の業務

「基幹放送」※１
→具体例：地上ＴＶ、ＢＳ、110度ＣＳ、AM、FM、短波
※１ 「基幹放送普及計画」の対象となる放送

「一般放送」※２
※２「基幹放送普及計画」の対象とならない放送

→具体例：124/8ＣＳ（ラジオ含む）、
有線テレビジョン

放送エリア：狭い、
視聴者への影響：小さい
→具体例：有線テレビジョン（小
規模）、 有線ラジオ

「基幹放送事業者」
「一般放送事業者」

参入規律
認定（放送法第93条）

又は電波法上の免許（電波法第７条）
登録（放送法第126条） 届出（放送法第133条）

放送（公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送信）

（放送法第２条第１号）

○ 地上基幹放送

・ 特定地上基幹放送（ハード・ソフト一致

免許の対象）

○ 移動受信用地上基幹放送

○ 衛星基幹放送

４



放送法制における主な規律の全体像

※ 50端子以下の有線テレビ・有線ラジオについては、自主放送を行わない限り、放送法の適用除外

 ・衛星基幹放送
・衛星放送（基幹放送
　以外）

 ・移動受信用地上基幹
　放送

・有線テレビ（501端子
　以上）

・有線テレビ（小規模施設特定
　有線一般放送以外）

・有線ラジオ（小規模施設特定
　有線一般放送以外）

・カバーエリアの小さい一般
　放送（エリア放送）等

電波法の免許 登録 届出（総務大臣） 届出（都道府県知事）

過去の法令・命令違反 ○ × ×

技術的能力 ○ × ×

技術基準

（標準方式・安心安全）

経理的基礎 × × ×

表現の自由享有基準 × × ×

比較審査 × × ×

外資規制 1/5（直） × × ×

○ ○ ×

○ ○ ○

○ × ×

○ × ×

○ × ×

× × ×

○ ○ ×

○○（有線電気通信設備を用いる場合）

×

×

一般放送

× ×

○ ×

小規模施設特定有線一般放送

  ①51端子以上500端子以下の
　　有線テ レビ・有線ラジオ
　　　 ※
  ②基幹放送の同時再放送のみ
  ③区域外再放送、有料放送は
 　　対象外
　④施設の設置場所・業務区域が
　　 一都道府県の区域内のみ

×

有料放送の約款届出 ○

有線電気通信設備の使用の規律 ×

有料放送の説明義務等 ○

番審の共同設置の制限 ○

番組調和、種別公表、災害、教育、学校、供給協
定制限

技術基準の適合維持、重大事故報告 ○

○

再放送 ○

番組基準、番審、番組保存、広告 ○

主
な
規
律

放
送
の
業
務
へ
の
参
入

参入手続 認定

参
入
要
件

○

○

○

○

○

（番組調和原則と種別の公表は、総合編成のテレビジョン放送のみに適用）

1/5（直・間）

○

○

番
組
規
律

番組準則、字幕、訂正、候補者、内外

基幹放送

　　　周波数割当計画
　　　（基幹放送用割当可能周波数の確保）

　　　基幹放送普及計画

○

放送の区分 特定地上基幹放送 地上基幹放送

５



◆イメージ
区域内再放送：Ａ県を放送対象地域とするＸ放送局の放送を、甲ケーブルテレビ局が受信してＡ県内の世帯に再放送。
区域外再放送：Ａ県を放送対象地域とするＸ放送局の放送を、乙ケーブルテレビ局が受信してＢ県内の世帯に再放送。

X放送局

Ｙ放送局

Ｂ県 Ａ県

乙ケーブルテレビ局

再放送制度について

（放送法 第11条）
放送事業者は、他の放送事業者の同意を得なければ、その放送を受信し、その再放送をしてはなら
ない。

（放送法施行規則 第2条第7号）
「同時再放送」とは、放送事業者のテレビジョン放送を受信し、その全ての放送番組に変更を加えな
いで同時に再放送をする有線テレビジョン放送をいう。

※ 放送法第９１条第１項では、総務大臣が基幹放送普及計画を定め、これに基づき
必要な措置を講ずるものとされ、同条第２項第２号において放送対象地域が定め
られている。区域外再放送とは、放送対象地域外に再放送を 行うもの。

甲ケーブルテレビ局

区域外再放送 区域内再放送

６



有線電気通信設備の使用に係る規律について

（放送法 第145条第1項）
一般放送事業者（有線電気通信設備を用いて一般放送の業務を行う者に限る。第四項において同じ。）は、その

設置に関し必要とされる道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）第三十二条第一項 若しくは第三項 （同法第九

十一条第二項 において準用する場合を含む。）の許可その他法令に基づく処分を受けないで設置されている有

線電気通信設備又は所有者等の承諾を得ないで他人の土地若しくは電柱その他の工作物に設置されている有

線電気通信設備を用いて一般放送をしてはならない。

電力会社・ＮＴＴ等電柱所有
者の承諾が必要

国道・県道・市道等の占用
許可が必要

 設置に関し必要とされる許可・その他の処分として、道路占用許可のほか以下のとおり
①河川法第24条等に基づく河川占用許可、②海岸法第7条第1項等に基づく海岸保全区域内での占用許可、③港湾法第37条第1項
等に基づく港湾区域内の水域又は公共空地の占用許可、④都市公園法第6条第1項等に基づく都市公園内の占用許可 など

 条文中「その他の工作物」とは建物、橋、街灯、記念碑など含まれる。

 この規定に違反した一般放送事業者は、放送法第１７４条による業務停止命令の対象となりうる。

 本規定は、旧有線テレビジョン放送法、旧有線ラジオ放送法においても定められており、いわゆる有線音楽放送を
営む事業者の中に、道路占用料や電柱使用料を免れるため、道路占用許可等を受けずに無断で設備を設置して
いた者が 存在していたために、有線ラジオの健全な発達が阻害されるようになったことを背景として昭和５８年改正
（議員立法） により追加されたもの。

７
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地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
案

新
旧
対
照
条
文

○

放
送
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号

（
抄

（
第
三
条
関
係
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

）

）

改

正

案

現

行

（
一
般
放
送
の
業
務
の
届
出
）

（
一
般
放
送
の
業
務
の
届
出
）

第
百
三
十
三
条

一
般
放
送
の
業
務
を
行
お
う
と
す
る
者
（
第
百
二
十
六
条
第
一
項
の

第
百
三
十
三
条

一
般
放
送
の
業
務
を
行
お
う
と
す
る
者
（
第
百
二
十
六
条
第
一
項
の

登
録
を
受
け
る
べ
き
者
を
除
く

）
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次

登
録
を
受
け
る
べ
き
者
を
除
く

）
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次

。

。

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
（
基
幹
放
送
事

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け

業
者
の
基
幹
放
送
を
受
信
し
、
そ
の
内
容
に
変
更
を
加
え
な
い
で
同
時
に
当
該
基
幹

れ
ば
な
ら
な
い
。

放
送
に
係
る
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
そ
れ
ら
の
再
放
送
の
み
を
す
る
一
般
放
送

（
第
百
四
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
料
放
送
を
含
ま
な
い
も
の
に
限
る

）
で

。

あ
つ
て
、
総
務
省
令
で
定
め
る
規
模
以
下
の
有
線
電
気
通
信
設
備
を
用
い
て
行
わ
れ

る
も
の
（
当
該
一
般
放
送
の
業
務
に
用
い
ら
れ
る
電
気
通
信
設
備
を
設
置
し
よ
う
と

す
る
場
所
及
び
当
該
一
般
放
送
の
業
務
を
行
お
う
と
す
る
区
域
が
一
の
都
道
府
県
の

区
域
に
限
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。
次
条
第
二
項
に
お
い
て
「
小
規
模
施
設
特
定
有
線

一
般
放
送
」
と
い
う

）
の
業
務
に
あ
つ
て
は
、
当
該
業
務
を
行
お
う
と
す
る
区
域

。

を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
）
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
～
五

（
略
）

一
～
五

（
略
）

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
変
更
し
よ

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
変
更
し
よ

、

。

、

う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
当
該
届
出
を
し
た
総
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に

う
と
す
る
と
き
は

そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

た
だ
し

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
総
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
事
項
に
つ
い

総
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

資料１４５－２（参考）

006907
長方形
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（
承
継
）

（
承
継
）

第
百
三
十
四
条

（
略
）

第
百
三
十
四
条

（
略
）

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
一
般
放
送
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
者
は
、
遅
滞
な
く
、

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
一
般
放
送
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
者
は
、
遅
滞
な
く
、

そ
の
旨
を
総
務
大
臣
（
小
規
模
施
設
特
定
有
線
一
般
放
送
の
業
務
に
係
る
前
条
第
一

そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該

項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
一
般
放
送
事
業
者
（
以
下
「
小
規
模
施
設
特
定
有
線

一
般
放
送
事
業
者
が
登
録
一
般
放
送
事
業
者
で
あ
る
と
き
は
、
総
務
大
臣
は
、
遅
滞

一
般
放
送
事
業
者
」
と
い
う

）
の
地
位
を
承
継
し
た
者
に
あ
つ
て
は
、
当
該
届
出

な
く
、
当
該
登
録
を
変
更
す
る
も
の
と
す
る
。

。

を
し
た
都
道
府
県
知
事
）
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

被
承
継
人
た
る
一
般
放
送
事
業
者
が
登
録
一
般
放
送
事
業
者
で
あ
る
と
き
は
、
総
務

大
臣
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
登
録
を
変
更
す
る
も
の
と
す
る
。

（
業
務
の
廃
止
等
の
届
出
）

（
業
務
の
廃
止
等
の
届
出
）

第
百
三
十
五
条

一
般
放
送
事
業
者
は
、
一
般
放
送
の
業
務
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
遅

第
百
三
十
五
条

一
般
放
送
事
業
者
は
、
一
般
放
送
の
業
務
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
遅

滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
（
小
規
模
施
設
特
定
有
線
一
般
放
送
事
業
者
に
あ
つ

滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

て
は
、
第
百
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
都
道
府
県
知
事
）
に
届

け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
般
放
送
事
業
者
た
る
法
人
が
合
併
以
外
の
事
由
に
よ
り
解
散
し
た
と
き
は
、
そ

２

一
般
放
送
事
業
者
た
る
法
人
が
合
併
以
外
の
事
由
に
よ
り
解
散
し
た
と
き
は
、
そ

の
清
算
人
（
解
散
が
破
産
手
続
開
始
の
決
定
に
よ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
破
産
管
財

の
清
算
人
（
解
散
が
破
産
手
続
開
始
の
決
定
に
よ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
破
産
管
財

人
）
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
（
小
規
模
施
設
特
定
有
線
一
般
放
送
事

人
）
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

業
者
の
清
算
人
に
あ
つ
て
は
、
第
百
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た

都
道
府
県
知
事
）
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
有
線
電
気
通
信
設
備
の
使
用
）

（
有
線
電
気
通
信
設
備
の
使
用
）
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第
百
四
十
五
条

（
略
）

第
百
四
十
五
条

（
略
）

２

総
務
大
臣

小
規
模
施
設
特
定
有
線
一
般
放
送
事
業
者
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は

２

総
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
の
違
反
に
係
る
有
線
電
気
通
信
設
備
の
設
置
の
状
況

（

、

第
百
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
都
道
府
県
知
事
。
次
項
及
び

等
に
つ
い
て
、
道
路
管
理
者
（
道
路
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
道
路
管
理
者

第
四
項
、
第
百
七
十
四
条
並
び
に
第
百
七
十
五
条
に
お
い
て
同
じ

）
は
、
前
項
の

を
い
う

）
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
及
び
そ
の
他
の
関
係
者
か
ら
資
料
の
提
供
そ

。

。

規
定
の
違
反
に
係
る
有
線
電
気
通
信
設
備
の
設
置
の
状
況
等
に
つ
い
て
、
道
路
管
理

の
他
の
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

者
（
道
路
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
道
路
管
理
者
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て

同
じ

）
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
及
び
そ
の
他
の
関
係
者
か
ら
資
料
の
提
供
そ
の

。

他
の
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
～
６

（
略
）

３
～
６

（
略
）




